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1．はじめに
　2001 年以降、中国の高齢化率（1）は 7％（2）を超え、「高齢化社会」（3） に突入した。2016 年になると、









An Analysis of the Present Situation and Problems of 
Elderly Welfaire in China :
Based on a Questionnaire Investigation of People in Tianjin
Abstract
The purpose of this article is to examine the situation of the elderly in China and unveil the 
problems that need to be solved.  China has become an aging society with aging rate over 7％ in 
2001.  In 2016 population of over 65 years old reached to 150.03 million, up to 10.85％.  Aging has 
become a serious social issue.
The article indicates an empirical analysis by using the Chinese government of statistical 
data.  Then it conducted a questionnaire investigation about the actualities and problems of the 
elderly welfare for the elderly in Tianjin.  The analysis clarified 3 problems: ①The demand for 
elderly welfare facilities overwhelms the supply.  ②The heavily burdened with long-term care 





















































名　　称 内容 実施年度 実施機構 調査対象












中国老齢統計匯編 高齢者 1953～2009 年 全国老齢工作委員会 事業・個人
中国城郷老年人生活状況
抽様調査
高齢者生活 2000 年～5 年ごと 全国老齢工作委員会 個人
中国健康和養老追踪調査 中高年者生活 2011 年～2 年ごと 北京大学国家発展研究院 個人
















め、人口の統計調査が中断された。改革開放後の 1982 年にようやく第 3 回目の全国規模の人口







作委員会によって実施された。1953 年から 2009 年までの高齢者福祉分野の高齢者人口、婚姻状
況、健康状況などの統計調査が行われた。さらに 2000 年以降、5 年ごとに全国老齢工作委員会
は 60 歳以上の国民を調査対象に、『中国城郷老年人生活状況抽様調査』を実施した。2018 年に
第 4 回目の統計調査が行われた。その有効サンプル数は約 22 万人である。その集計結果は『老
齢藍皮書』に掲載されている。
　そのほかに、中国を代表する大学である北京大学、中国人民大学、清華大学も高齢者福祉に関
する統計調査を行った。表 1 に示したように、2011 年に北京大学国家発展研究院は中国 150 県
と 450 村を対象に高齢者の健康に関する『CHARLS 中国健康和養老追踪調査』を実施した。こ
の調査では、45 歳以上の世帯と個人を調査対象に、2 年ごとに追跡調査が行われた。その有効サ












　図 1 は中国における 65 歳以上の人口数とその高齢化率の推移を示すものである。図 1 に示し
たように、1953 年に中国の 65 歳以上の人口数は 2,503 万人であったが、1958 年から 1962 年ま
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での自然災害などの原因により中国の人口は減少した。65 歳以上の人口数も 1964 年に 2,458 万
人までに減った。1982 年に中国の 65 歳以上の人口数は 4,991 万人に回復し、増加傾向に転じ、
2001 年に 9,062 万人に達した。高齢化率は 7.10％になり、「高齢化社会」になった。その後中国
の高齢化率は上昇し続け、2016 年にその高齢化率は 10.85％になった。また同年の中国における
65 歳以上の人口は 1 億 5,003 万人に達した。日本内閣府経済社会総合研究所（2012）（12）の推計に
よると、2030 年に中国の高齢化率は 15.90％で「高齢社会」となり、さらに 2040 年にはその高
齢化率が 21.80％になり、中国は「超高齢社会」になると推測されている。
　図 2 は、日本と中国の高齢化率を比較したものである。図 2 に示したように、1970 年に日本
の高齢化率は 7％を超え、「高齢化社会」に突入した。その後日本の高齢化率は増え続けて、






2010 年以降、中国の GDP 総額は日本を超えて、アメリカに次ぐ世界第 2 位となった。しかし、
一人あたり GDP に換算すると、中国の水準は依然として低い。世界銀行『World Bank national 
accounts data, and OECD National Accounts data files』によると、2016 年に中国の一人あたり
















































































































































































































































































出所： 1953 年、1964 年、1982 年、1990 年、2000 年のデータは国務院人口普査弁公室・国家統計局人口と就業統計司『全
国人口普査』により集計したものである。1987 年の数値は『全国人口の 1％サンプル調査広報』により集計した





















　表 2 は中国の高齢者サービスの施設数、定員数および従業員数を示したものである。表 2 に示
した通り、入所型高齢者サービスは 2009 年の 3 万 6,577 ヵ所から 2016 年の 2 万 4,289 ヵ所まで
に減少した。またその定員数をみると、2009 年に入所型高齢者サービスの定員数は 258 万 482
人であったが、2013 年にそれは 369 万 9,001 人までに増加したものの、その後、2015 年に 293
万 5,184 人に減少傾向に転じた。2016 年には 315 万 8,741 人まで回復した。入所型高齢者サービ
スの施設数は減ったにもかかわらず、その定員数を増やすことができた。国の政策によりその改
図 2　日中高齢化率の比較
出所： 日本の 1960 年から 5 年ごとのデータは日本総務省統計局『国勢調査』によるものである。その他の年は日本総













































































































































































































































































万 385 人と比べて、2016 年のそれは 26 万 2,711 人になり、従業員数は定員数と共に増加したこ
とが見て取れる。しかし年末時の利用者数は 2009 年の 205 万 2,929 人から 2016 年の 181 万 3,179
人に減少し、利用率は 2009 年の 79.6％から 2016 年の 57.4％に下がったことがわかった。
　一方、2011 年に通所型コミュニティ高齢者サービスの施設数はわずか 44 ヵ所であったが、
2016 年にそれは 11 万 1,298 ヵ所までに急増し、僅か 5 年間で約 11 万ヵ所あまりの通所型コミュ
ニティ高齢者サービス施設が新設された。中国政府の通所型コミュニティ高齢者サービスを推進
する政策の効果が現れたと考えられる。2014 年以降通所型コミュニティ高齢者サービスの定員
数に関する統計調査が発表されている。それによると、2014 年から 2016 年までの 3 年間でその
表 2　高齢者サービスの施設数、定員数、従業員数の推移
項　目 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
入所型高齢者サービス
施設数（ヵ所） 36,577 36,885 37,756 39,251 37,324 27,903 23,243 24,289
千人当たり施設数
（ヵ所）
0.32 0.31 0.31 0.31 0.28 0.20 0.16 0.16
定員数（人） 2,580,482 2,815,925 3,049,679 3,392,849 3,699,001 3,281,000 2,935,184 3,158,741
年末利用者数
（人）
2,052,929 2,187,994 2,312,493 2,448,772 2,546,662 2,134,184 1,748,005 1,813,179
利用率（％） 79.56 77.70 75.83 72.17 68.85 65.05 59.55 57.40
従業員（人） 200,385 215,039 232,985 252,158 273,896 252,000 241,646 262,711
通所型コミュニティ高齢者サービス施設数（ヵ所） ― ― 44 ― ― 59,284 88,094 111,298
千人当たり施設数
（ヵ所）
― ― 0.00 ― ― 0.43 0.61 0.74
定員数（人） ― ― ― ― ― 1,212,159 2,049,315 2,306,609
年末利用者数
（人）
― ― ― ― ― 539,495 768,295 852,421
利用率（％） ― ― ― ― ― 44.51 37.49 36.96
従業員（人） ― ― ― ― ― 142,667 245,876 303,848
在宅型高齢者サービス
施設数（ヵ所） ― ― ― ― 4,001 3,971 3,282 4,664
千人当たり施設数
（ヵ所）
― ― ― ― 0.03 0.03 0.02 0.03




施設数（ヵ所） 36,577 36,885 37,800 39,251 41,325 91,158 114,619 140,251
千人当たり施設数
（ヵ所）
0.32 0.31 0.31 0.31 0.31 0.66 0.80 0.93
定員数（人） 2,580,482 2,815,925 3,049,679 3,392,849 3,870,244 4,662,444 5,155,951 5,635,663




定員数は 121 万 2,159 人から 230 万 6,609 人までに増え、約 1.9 倍の拡大ができた。またその従
業員数は 2011 年の 574 人から 2016 年の 30 万 3,848 人までに激増したことが注目されよう。さ
らに、年末時の利用者数と利用率をみると、年末時の利用者数は 2014 年の 53 万 9,495 人から
2016 年の 85 万 2,421 人に減り、利用率も 2014 年の 44.51％から 2016 年の 36.96％に低下した。
中国の高齢者サービスの向上、コストパフォーマンスやマネジメントなどにさらなる改善が必要
であろう。
　また在宅型高齢者の医療ケア施設数は 2013 年の 4,001 ヵ所から 2016 年の 4,664 ヵ所になり、
その定員数は 2013 年の 17 万 1,243 人から 2016 年の 17 万 313 人になったが、一定の水準を維持
している様子が明らかである。
　2016 年に中国の高齢者サービスの各種施設数を合わせて 14 万 251 ヵ所になるものの、65 歳以
上の人口数の千人当たり施設数は 0.9 ヵ所しかなく、中国の高齢者サービスは依然としてその高
齢者の需要に応じきれない状況にあることが明らかになった。また各種高齢者サービス施設の定











































































を行った。天津市は中国の首都である北京の東南約 140 km に位置し、北京、上海、重慶ととも
に中国の四大中央政府直轄市の一つである。また、近年中国政府は地域の高齢者福祉を促進する
ために、『北京市十三五時期老齢事業発展規画（北京市第 13 次 5 カ年老齢事業発展計画）』（13）を
表 4　アンケート調査の主要な内容





































　本アンケート調査は、2015 年 9 月と 2018 年 8 月の 2 回に分けて行った。中国における統計処
理において一般的に使用されている「問券星（http://www.sojump.com/）」というアンケート専
門サイトを用いて、天津市の住民 316 名を対象に個別記入式の方法でアンケート調査を実施し
た。その有効回答は 2015 年に 109 名であり、2018 年に 207 名であった。アンケート調査の主要
な内容は表 4 にまとめた。





　表 5 は家族構成は示すものである。2015 年と 2018 年の 2 回の調査で得られた家族構成につい
ての回答者数 316 人のうち、男性は 88 人であり、女性は 228 人である。年齢層は、20 代 79 人、
30 代 38 人、40 代 77 人、50 代 73 人、60 歳以上は 49 人であり、316 人のうち 65 歳以上は 37 人
で、全体の回答者数の 11.7％である。回答者数は 30 代と 65 歳以上の年齢層が少ないものの、そ
の分布はほぼ各年代層をカバーしている。
　表 5 によると家族構成は、親と子供の「二世代家族」の回答者数は 170 人であり、全体の
53.80％を占めている。三世帯が同居する「三世代家族」の回答者数は 64 人であり、全体の
20.25％を占めている。「夫婦のみ」の回答者数は 54 人であり、全体の 17.09％を占めている。
　「一人暮らし」と「夫婦のみ」の場合、老後生活や介護などに多くの問題を生じると予測され
るため、「一人暮らし」と「夫婦のみ」の年齢別を表 6 にまとめた。60 歳以上（「60-64 歳」と
「65 歳以上」の回答者数の合計）は 16 人となり、「一人暮らし」と「夫婦のみ」の回答者数の全










出所：2015 年と 2018 年のアンケート調査により著者が作成した。
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　表 7 は固定収入額（月収）の調査結果を示すものである。固定収入額は、「3,000 元以下」の回
答者数は 112 人であり、全体の 35.44％を占めている。「5,001 元以上」の回答者数は 118 人であ
り、全体の 37.34％を占めている。固定収入額は 5,000 元以下の回答者数の合計数は 198 人となり、
全体の 62.66％を占めている。5,000 元以下の比較的に低所得者の割合は多いことが明らかである。




年　齢 回答者数（人） 回答者数（人） 回答者数（人） 割合（％）
20-29 歳 8 4 12 15.79
30-39 歳 2 7 9 11.84
40-49 歳 2 15 17 22.37
50-59 歳 3 19 22 28.95
60-64 歳 3 5 8 10.53
65 歳以上 4 4 8 10.53
合　計 22 54 76 100.00
出所：2015 年と 2018 年のアンケート調査により著者が作成した。
表 7　固定月収の金額
　 回答者数（人） 割合（％）
3,000 元以下 112 35.44
3,001～4,000 元 57 18.04
4,001～5,000 元 29 9.18
5,001 以上 118 37.34
合　計 316 100.00
出所：2015 年と 2018 年のアンケート調査により著者が作成した。
注：100 日本円＝ 6.1 人民元、2019 年 2 月 10 日現在。
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答者数は 126 人である。うち要介護の高齢者人数について、「1 人」の回答者数は 53 人であり、
「2 人」の回答者数は 37 人である。「3 人以上」の要介護高齢者を有する回答者数は 36 人があっ
たため、介護負担は大きいケースもあることがわかった。






い」の回答者数は 98 人であり、全体の 47.34％を占めている。「体力に厳しい」の回答者数が 33
人であり、全体の 15.94％を占めている。急速な都市化と核家族化につれて、高齢者の介護問題
表 8　固定収入源（複数回答可）
選択項目 回答者数（人） 選択項目 回答者数（人）
給　料
本職の給料 94 親の援助 20
本職の給料＋他の収入 60 配偶者の収入 53
年金等
年金 21 政府の援助 2
年金＋他の収入 20 不動産の収入 12




選択項目 回答者数（人） 選択項目 回答者数（人）
配偶者 34 他の親戚 2
息子 38 家政婦（24 時間） 12
息子の嫁 17 家政婦（短時間） 4
娘 25 友達 1







型高齢者サービス」の回答者数は 36 人であり、全体の 17.39％を占めている。入所型高齢者サー
ビスの「高齢者福祉住宅」と「老人ホーム」の回答者数はそれぞれ 4 人と 5 人である。一方、高









図 3　家族介護の困る点（n ＝ 207）
出所：2018 年のアンケート調査により著者が作成した。

























利用しない 135 65.22 家政婦を雇用している 8
在宅型高齢者サービス 36 17.39 家族はケアできる 92
高齢者福祉住宅 4 1.93 本人は利用したくない 10
老人ホーム 5 2.42 家族は反対する 15
通所型コミュニティ高齢者サービス 0 0.00 費用が負担できない 7
「抱団養老」 1 0.48 サービスの質を心配する 7
「旅居養老」 0 0.00 どこにあるか知らない 5
その他 5 2.42 わからない 13
わからない 21 10.14 その他 8
出所：2018 年のアンケート調査により著者が作成した。
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　表 12 は親子のコミュニケーション状況を示すものである。親と別居する回答者数 155 人のう
ち、自宅から親の家までにかかる時間について、「30 分以下」をかかる回答者数は 70 人であり、
「30 分～1 時間」の回答者数は 37 人である。1 時間以内で親の家へ行ける回答者数の合計は 107
人であり、全体の 69.03％を占めている。
　また、親と会う頻度に関するアンケート結果では、「週 3～4 回」の回答者数は 23 人であり、
「週 1～2 回」の回答者数は 57 人である。週に 1 回以上に親と会える回答者数の合計は 80 人であ
表 11　在宅型高齢者サービスのニーズ（複数回答可）
選択項目 回答者数（人） 選択項目 回答者数（人）
なし 150 配膳サービス 16
リハビリ 15 買物サービス 9
訪問入浴 2 学習サービス 1
夜間訪問 8 娯楽サービス 12
訪問診療 23 デイサービス 7
受診付き添い 7 コミュニティサービス 12




















30 分以下 70 45.16 週 3～4 回 23 14.84 毎日 42 27.10 
30 分～1 時間 37 23.87 週 1～2 回 57 36.77 週 5～6 回 17 10.97 
1～2 時間 6 3.87 2 週間 1 回 18 11.61 週 3～4 回 25 16.13 
2～3 時間 6 3.87 3 週間 1 回 4 2.58 週 1～2 回 55 35.48 
半日 12 7.74 1 か月 1 回 19 12.26 2 週間 1 回 9 5.81 
一日 14 9.03 半年 1 回 21 13.55 3 週間 1 回 0 0.00 
一日以上 10 6.45 一年 1 回 8 5.16 1 か月 1 回 3 1.94 
　 　 　 一年以上 1 回 5 3.23 1 か月以上 1 回 4 2.58 




　さらに親と電話する頻度については、「週 1～2 回」親と電話する回答者数は 55 人であり、全
体の 35.48％を占めている。「毎日」親と電話する回答者数は 42 であり、全体の 27.10％を占めて
いる。週に 1 回以上に親と電話する回答者を合わせて 139 人となり、全体の 89.68％を占めてい
る。中国では親子のコミュニケーションは比較的に親密であることが伺われる。
　表 13 は困る時に助けを求める相手を示すものである。困る時に助けを求める相手は「配偶者」
である回答者数は 111 であり、最も多い。「友達」の回答者数は 54 人である。また困る時に子供







　 毎月に会える（人） 相談相手になる（人） 助けを求める（人）
家族 3.9 2.0 3.6




活を「心配する」回答者数は 72 人であり、「心配しない」回答者数は 34 人である。また、老後
生活の不安点については、「子供に負担をかける」の回答者数は 77 人であり、「経済的な不安」
の回答者数は 48 人であり、「頼りを失う」の回答者数は 27 である。「老後生活を心配する」また
表 13　困る時に助けを求める相手（複数回答可）
選択項目 回答者数（人） 選択項目 回答者数（人） 選択項目 回答者数（人）
配偶者 111 息子 19 友達 54
恋人 10 息子の嫁 1 隣人 8
父親 35 娘 10 民生委員 6
母親 41 娘婿 0 社会的な援助 10
配偶者の父親 2 孫 1 よくわからない 19
配偶者の母親 1 祖父 0 　 　



















心配しない 34 経済的な不安 48
心配する 72 頼りを失う 27
わからない 3 生きがいがない 16
　 　 居場所がない 6










































自宅 118 57.00 自分 10 4.83 兄弟 0 0.00
子供の家 0 0.00 配偶者 153 73.91 姉妹 0 0.00
福祉施設 32 15.46 恋人 3 1.45 他の親戚 0 0.00
まだわからない 57 27.54 息子 6 2.90 友達 13 6.28











回答者数は 44 人であり、「家の周りにない」の回答者数は 41 人である。また、認知度について、






利用する理由 回答者数（人） 利用しない理由 回答者数（人）
家に近い 6 体が不自由、不便 15
料金が安い 8 私に合わない 20
提供するサービスに興味がある 15 サービスは何かわからない 44
家にいると寂しい 10 プロではない気がする 18
子供の負担を減少する 12 家の周りにない 41





（n＝316、2015 年および 2018 年）
親の老後生活
（n＝207、2018）
回答者数（人） 割合（％） 回答者数（人） 割合（％）
入所型高齢者サービス 63 19.94 20 9.66 
通所型コミュニティ高齢者サービス 40 12.66 6 2.90 
在宅型高齢者サービス 104 32.91 100 48.31 
「抱団養老」 24 7.59 7 3.38 
「旅居養老」 34 10.76 12 5.80 
何も利用したくない 23 7.28 23 11.11 
よくわからない 28 8.86 39 18.84 
出所：アンケート調査により著者が作成した。
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者サービス」の回答者数は 104 人であり、全体の 32.91％を占めている。「入所型高齢者サービ
ス」の回答者数は 63 人であり、全体の 19.94％を占めている。「通所型コミュニティ高齢者サー








　また 2015 年と 2018 年の 2 度にわたって高齢者サービスを利用する理由についてアンケート調
査を行った。表 19 に示したように、2015 年の調査結果では、「子供に負担をかけたくない」の












一人暮らし 35 体調が悪い 114
体が不自由、生活自立できない 58 寂しい 33
子供に負担かけたくない 71 家族と仲良くない 3
頼りが失う 31 居住環境を変わる 11
わからない 6 絶対利用しない 10
　 　 その他 10


























2015 年の調査結果では、「サービスの質を心配する」回答者数は 77 人であり、「費用が高い」の
回答者数は 64 人である。また 2018 年の調査結果では、「サービスの質」に不安する回答者数は









数は 24 人であり、「親を世話することは自分の責任である」と思う子供の世代の回答者数は 41
である。一方、賛成しない理由に関しては「子供に負担をかけたくない」と思う親の世代の回答

















費用が高い 64 施設と家の距離 12
交通機関が不便 24 サービスの質 109
人の目線が気になる 12 利用料金 20
サービスの質を心配する 77 周辺の居住環境 14
家族と会えない 42 施設の内部環境 26




の親の世代の回答者数は 53 人であり、「仕事が忙しいから」の子供の世代の回答者数は 43 人で
ある。一方、それを賛成しない理由は「親を世話することが子供の責任である」と思う親の世代










賛成する理由 回答者数（人） 賛成しない理由 回答者数（人）
「養児防老」親
頼れる子供がいる 24 子供に負担をかけたくない 58













トラブルを起こりやすい 53 子供が面倒をみている 5
































口の増加は急速なスピードで進んでいる。その一方、2016 年に中国の一人あたり GDP はわずか















（ 1 ） 高齢化率とは 65 歳以上の人口が総人口に占める割合である。高齢化率＝65 歳以上の人口÷総人口
のことである。
（ 2 ） 中華人民共和国国家統計局編『中国統計年鑑』中国統計出版社、2017 年版の統計データにより著
者が集計した。




（ 4 ） 中華人民共和国国家統計局編『中国統計年鑑』中国統計出版社、2017 年版の統計データにより著
者が集計した。
（ 5 ） 侍政・小池和幸（2012）「中国上海市盧湾区の養老院におけるサービス現状と課題」『仙台大学院ス
ポーツ科研究修士論文集』13, 17-24。
（ 6 ） 胡宝奇・大和三重（2017）『中国都市部における高齢者の在宅サービス利用意向およびその関連要
因―「社区」特性と社会的ネットワークを中心に―』『Human Welfare』9-1, 205-218。
（ 7 ） 楊雪 （2006）「市場経済化と中国都部の高齢者扶養―瀋陽市を一例として」『慶應義塾大学院社会
研究科紀要』62, 105-119。
（ 8 ） 姚新華・水垣源太郎（2018）『中国における高齢者福祉の多元化の現状と課題―湖南省民弁非企
業養老施設を事例として―』奈良女子大学社会学論集 25, 41-50。
（ 9 ） 畢麗傑（2010）「中国都市部における高齢者介護の社会化―北京市と上海市の事例研究を通じて」





（12） 内閣府経済社会総合研究所（2012）『中国の人口高齢化 - 進行の趨勢、経済への影響および対策』
国際共同研究プロジェクト（DRC-ESRI）。
















 7．日本総務省統計局（各年度）「人口推計（各年 10 月 1 日確定値）」https://www.estat.go.jp/statsear 
ch/files?page＝1&toukei＝00200524&tstat＝000000090001。
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22．全国老齢工作委員会（2011）『中国老齢統計匯編』華齢出版社。
